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本県への誘客を支える広域交通ネットワークの維持・拡充

秋田の強みを生かした観光誘客

新型コロナウイルスの感染状況を見極めながらの段階的な取組

　 ◆インバウンド回復を見据えた情報発信
　 ・コロナ収束後のインバウンド需要の回復を図るため、重点市場に対する継続的
　　 な情報発信等を展開　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

秋田の魅力発信強化

　
　◆食品産業の活性化と発酵の国あきたの魅力発信
新・米加工産業の成長を図るため、県内事業者等と連携し秋田米を活用した多様な　

　　商品開発や販路拡大を推進
　・本県の魅力ある発酵食文化の情報発信強化と、見学や体験等を通じた発酵ツー
　　リズムの拠点となる施設整備を支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

交流の持続的拡大を支える交通ネットワークの構築

　

   ◆「地域公共交通計画（マスタープラン)」の策定
新・交通事業者や市町村などと連携し、県全体の地域公共交通に関する取組の方

　　向性等を示す計画を策定
　◆地域公共交通の維持・確保

　・住民生活や観光流動の基盤となるバスや三セク鉄道の持続的な運行を支援

次世代アスリートの競技力向上

　
　 ◆スポーツ王国を担うジュニア世代の育成強化
新 ・県選抜選手（チームAKITA）の強化・育成体制構築を通じて、選手及び指導
     者のレベルアップを図り県全体の競技力向上を推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　○新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う県外との往来自粛や、祭り、行事等の中
　　止により裾野の広い観光関連産業は大きな影響を受けている。　
　○生活様式の変化や技術革新に伴う、ワーケーションなど「新しい旅行スタイル」
　　への対応や、巣ごもり需要に着目したデジタルツールの活用による新しい販売手
　　法への対応が必要である。
　　

令 和 ３ 年 ２ 月
観 光 文 化 ス ポ ー ツ 部

  ○打撃を受けている観光関連産業の事業継続を支援し県内経済の下支えを図る。
　○新たな生活様式や旅行スタイルを意識した取組を行いつつ、感染状況を見極めな
　　がら段階的な誘客活動を行い、観光関連産業を活性化していく。
　○３期プランに基づき、交流や地域の活性化の基盤となる施設整備、情報発信など
　　ハード・ソフト両面にわたる取組を引き続き推進していく。

交流の拡大と地域活性化の基盤となる取組

　 ◆教育旅行の誘致促進

　 ・歴史文化学習、SDGs等をテーマにしたセールスシートの作成や各種セミナー、
　　 説明会への参加による売り込みのほか、関東圏等への誘致活動を強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　◆秋田の伝統芸能魅力発信

　・「あきた２０２１伝統芸能フェスティバル」の開催
　 
　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

観光文化スポーツ部　令和3年度の主な施策の概要

【現　状】 【取組方針】

 《当初補正予算》 雇用維持・事業の継続、県内経済の下支え

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【観　光】
　◆県内流動の促進と宿泊施設の受入態勢整備支援

　・県民向けプレミアム宿泊券の発行
　・県民向け旅行商品の造成、販売を支援
　・新たな旅行スタイルに対応する宿泊施設の整備を支援
 　　
 
【交　通】
　◆国内定期航空路線の支援

　・大館能代空港東京羽田線２往復運航に要する経費を支援
　◆地域公共交通等の事業継続支援と利用促進

　・バス、第三セクター鉄道、タクシー及びレンタカーの事業継続に要する
　　経費や貸切車両の割引利用等で利用促進を図る取組を支援
　 　 【県産品】

  　◆県産品の消費喚起
　  ・ネット販売や量販店での県産品購入時の送料等を支援

   ・首都圏をターゲットとした県産酒販売の取組を支援
　 　　  　

ICT等の活用による受入態勢の整備

　 ◆デジタルツールを活用した県内周遊の利便性向上
新 ・Googleマップへの観光スポット情報等の登録を促進 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

《 宿泊・観光事業者等への支援 》

大規模イベント等を通じた秋田の売り込み

　 ◆東北デスティネーションキャンペーン、東京オリンピック・パラリンピックを契機とした売り込み 

　 ・東北や日本に注目が集まる契機を生かし国内外に向けて秋田の魅力を発信

　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

̩̜̔˟
̝

ຟԠɰ࠼̝˟̜̩̔ ɰ

̩̜̔˟̝
ຟԠɰ࠼
̴̴̴̴ᷜ

　◆「あきた芸術劇場」の整備
   ・令和４年の開館に向けた「あきた芸術劇場」の着実な整備　　
  ・開館に向けた機運醸成のためのプレイベント開催や令和４年の開館記念事業の

　　準備業務を実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 ◆アフターコロナを見据えた航空路線等の利用回復と強化
新 ・個人向け旅行商品造成支援や西日本方面からの乗継利用拡大に向けたPRを強化 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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コロナ対応観光宿泊施設受入態勢整備促進事業について

観光戦略課

１ 目 的

新型コロナウイルス感染症の影響により、観光客のニーズや旅行形態に変化が生じて

いることから、新たな旅行スタイルに対応した魅力的な宿泊施設づくりを進める。

２ 概 要

ワーケーションに求められる施設整備など、旅行者のニーズを踏まえた新たなサービ

スを提供する宿泊施設の取組に対して支援を行う。

・対 象 事 業：リモートワーク等に対応したワークスペースや通信環境の整備

家族・小グループの長期滞在に適した客室や貸切風呂等の整備

企業の研修受入に対応した多目的スペースや食事処の整備 等

・補 助 率：１／２

・補助上限額：１，０００万円

３ 予算額 １００，８１８千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

内 訳 ・報償費 １９０千円

・旅 費 ４４４千円

・需用費 ７３千円

・役務費 ５２千円

・使用料及び賃借料 ５９千円

・負担金補助及び交付金 １００，０００千円
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観光による消費拡大緊急対策事業について

観光振興課

１ 目 的

新型コロナウイルス感染症に伴う観光客の減少により、本県の観光産業が大き

な影響を受けていることから、県民による県内流動を促進し、観光消費の拡大を

図る。

２ 概 要

（１）「秋田のお宿」県民応援事業【第２弾】 １０３，８８５千円

県内宿泊施設の利用促進と観光消費の喚起を図るため、県民向けにプレミアム

宿泊券を発行する。

＜主な内容＞

発行枚数：３万枚

販 売 額：２，５００円（額面５，０００円）

購入上限：１人４枚まで（額面総額２０，０００円）

※１人１泊につき２枚まで利用可能。

対 象 者：県内在住者

利用期間：令和３年４月下旬～６月３０日（ＧＷ期間を除く。）

購入方法：はがき又はウェブサイトで申し込み、郵送される引換券を金融機関

等に持参して購入

委 託 先：株式会社ＪＴＢ秋田支店（予定）

（２）「秋田の魅力を再発見！」旅行商品造成支援事業 ４２，７５５千円

宿泊施設や観光関連施設の利用を促進するため、秋田の魅力を感じられる県民

向けの旅行商品の造成・販売を支援する。

＜主な内容＞

助成対象：県内旅行会社

実施期間：令和３年５月上旬～７月３１日（予定）
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助成内容：

種類 上限額 数量

①送客助成 １人当たり3,000円 3,000人

（※日帰りは1,500円） （5,000人）

②バス助成 １台当たり75,000円 300台

（補助率１／２）

③鉄道助成 １両当たり30,000円 50両

（補助率１／２）

助成条件：・旅行業や貸切バスにおける新型コロナウイルス対応ガイドライン

を遵守すること

・県内の観光施設や土産物店等に立ち寄ること

委 託 先：一般社団法人秋田県観光連盟（予定）

３ 予算額 １４６，６４０千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（１）「秋田のお宿」県民応援事業【第２弾】 １０３，８８５千円

内訳 ・委託料（プレミアム宿泊券原資含む） １０３，６８８千円

・事務費（旅費、需用費、役務費） １９７千円

委託料の内訳

・プレミアム宿泊券原資 ７５，０００千円

・宿泊券引換手数料・印刷等経費 ５，６７１千円

・宿泊券精算等経費 ２，１５３千円

・利用者・宿泊施設調整等経費 １２，３５４千円

・広告宣伝費 ２，５００千円

・管理費等 ３，４０２千円

・消費税及び地方消費税 ２，６０８千円

（２）「秋田の魅力を再発見！」旅行商品造成支援事業 ４２，７５５千円

内訳 ・委託料（助成金含む） ４２，７２８千円

・需用費 ２７千円

委託料の内訳

・送客助成原資 １６，５００千円

・バス助成原資 ２２，５００千円

・鉄道助成原資 １，５００千円

・管理費等 ２，２２８千円
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県産品消費喚起支援事業について

秋田うまいもの販売課

１ 目 的

新型コロナウイルス感染症の拡大及び首都圏等における緊急事態宣言の発令により、本

県の食品事業者や酒造業者は、売上等に大きな打撃を受けていることから、ネット販売等

による売り込み策を展開し、県産品の消費喚起を図る。

２ 概 要

（１）県産品ネット販売拡大支援事業 ２２，６７７千円

県産品の消費喚起を図るため、県内事業者が実施する県産品のネット販売を支援する。

・補助対象者：５社以上の県産品をネット販売する県内事業者

・事 業 内 容：ネット販売の送料割引やセット商品の造成、宣伝広告、ネットショップ

の改修等への補助

・補 助 率：３／４

・補助上限額：１５０万円

（２）贈って応援！県産品消費喚起キャンペーン事業 ２０，３３３千円

県産品の消費喚起を図るため、量販店等が実施するキャンペーンを支援する。

・補助対象者：県内量販店等

・事 業 内 容：県産品コーナーで商品を２，０００円以上購入し県外へ発送する場合、

送料に対し１，０００円を補助

・補 助 率：定額

・補助上限額：５０万円（複数店舗の場合２店舗目から１０万円加算）

（３）秋田の美酒消費喚起対策事業 ２０，３３５千円

首都圏を中心に県産酒の消費喚起を図るため、県内酒蔵が協力して実施する企画商品

のネット販売等を支援する。

・補助対象者：県内日本酒卸売事業者

・事 業 内 容：日本酒と県産食品をセットした企画商品の販売に係る送料やＰＲ経費等

に対する補助

・補 助 率：３／４

・補助上限額：２，０００万円
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３ 予 算 額 ６３，３４５千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（１）県産品ネット販売拡大支援事業 ２２，６７７千円

内 訳 ・旅 費 １４１千円

・需用費 ２４千円

・役務費 １２千円

・負担金補助及び交付金 ２２，５００千円

（２）贈って応援！県産品消費喚起キャンペーン事業 ２０，３３３千円

内 訳 ・旅 費 １８８千円

・需用費 ６００千円

・役務費 １２９千円

・委託費 ４，２９６千円

・負担金補助及び交付金 １５，０００千円

（３）秋田の美酒消費喚起対策事業 ２０，３３５千円

内 訳 ・旅 費 ２８５千円

・需用費 ４０千円

・使用料及び賃借料 １０千円

・負担金補助及び交付金 ２０，０００千円
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大館能代空港東京羽田線２往復化支援事業について

交通政策課

１ 目 的

新型コロナウイルス感染症の影響で利用者が大幅に減少している大館能代空港東京羽

田線の３往復化の早期実現に向けて利便性向上を図るため、航空会社への運航支援を行

う。

２ 概 要

大館能代空港東京羽田線を運航する航空会社に対し、２往復運航に必要な経費の一部

を支援する。

・対象事業者：全日本空輸株式会社

・運 航 期 間：令和３年４月以降の約１か月間（予定）

・対 象 経 費：運航経費の一部

※ 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言の再発令等を受けて、本年

２月に予定していた２往復化支援事業の実施を延期することとし、これに伴い、令

和２年度予算から当該事業費を減額し、令和３年度予算に再計上するもの。

※ 事業開始のタイミングは新型コロナウイルス感染症の状況等を見極めて判断

３ 予算額 １５，０００千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（負担金補助及び交付金）
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地域公共交通等新型コロナ対策事業について

交通政策課

１ 目 的

新型コロナウイルス感染症の拡大により利用者が大幅に減少しているバス、第三セク

ター鉄道、タクシー及びレンタカーについて、事業継続に要する経費等を支援するとと

もに、県民などの利用を喚起することにより、交通ネットワークの維持と地域への誘客

拡大を図る。

２ 概 要

（１）バス事業新型コロナ対策事業 １４３，４４０千円

① バス事業維持対策交付金 ７３，６００千円

バス事業者の車両維持に要する経費を支援するため、交付金を交付する。

・交付対象者：貸切バス、高速バス等を運行する事業者

・交 付 額：２００千円×登録車両台数（対象車両 計３６８台）

② 貸切バス利用促進事業費補助金 ６７，５００千円

貸切バスの利用を促進するため、貸切バスの料金割引を行う事業者に対し、割引

分を補助する。

・補 助 率：１／２（貸切バス料金を５０％割引）

・補助上限額：１台につき１日当たり７５千円

③ 事務費・ＰＲ費 ２，３４０千円

（２）三セク鉄道新型コロナ対策事業 ２４，８１２千円

① 三セク鉄道安全対策交付金 １８，１８３千円

鉄道収入等が大幅に減少する中にあっても安全・安心な運行が確保されるよう、

安全対策に係る経費負担の軽減を目的とした交付金を交付する。

・補助上限額：秋田内陸縦貫鉄道(株) １４，７５７千円

由利高原鉄道(株) ３，４２６千円

※ 沿線市も同額を交付する。

② 貸切列車等利用促進事業費補助金 ６，６２９千円

三セク鉄道の利用を促進するため、貸切列車やフリー切符等の割引販売を行う事

業者に対し、割引分を補助する。

・補 助 率：貸切列車 １／４、フリー切符等 １／８

（沿線市からの同額補助と合わせて、貸切列車を５０％、フリー切符等を２５％割引）

・補助上限額：秋田内陸縦貫鉄道(株) ３，９２８千円

由利高原鉄道(株) ２，７０１千円

（３）タクシー事業新型コロナ対策事業 １１０，６０３千円

① タクシー事業維持・感染拡大防止対策交付金 ９８，２５０千円

タクシー事業者の車両維持に要する経費及び感染拡大防止に資する空気清浄機等

の導入費用を支援するため、交付金を交付する。感染拡大防止対策については、関

連する国庫補助事業の対象となる車両を本交付金の交付対象として算入する。
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・交付対象者：タクシー事業者

・交 付 額：〈車両維持対策〉

５０千円×登録車両台数（対象車両 計１，３１０台）

〈感染拡大防止対策〉

２５千円×国庫補助対象車両台数

② タクシー利用促進事業費補助金 ９，０００千円

タクシーを利用した県内周遊等を促進するため、貸切タクシーの料金割引を行う

事業者に対し、割引分を補助する。

・補 助 率：１／２（貸切タクシー料金を５０％割引）

・補助上限額：１台につき１日当たり３０千円

③ 事務費・ＰＲ費 ３，３５３千円

（４）レンタカー事業維持対策事業 ３４，９７０千円

① レンタカー事業維持対策交付金 ３４，１１０千円

レンタカー事業者の事業継続に要する経費を支援するため、交付金を交付する。

・交付対象者：県内に主たる事業所を有するレンタカー事業者及び県内に支店・営

業所等を有する県外の中小レンタカー事業者

・交 付 額：〈乗用車〉

２０千円×登録車両台数（対象車両 計２，１０９台）

※ １事業者あたり６００万円を上限

〈マイクロバス〉

５０千円×登録車両台数（対象車両 計１５０台）

※ １事業者あたり３００万円を上限

② 事務費 ８６０千円

３ 予算額 ３１３，８２５千円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用予定）

（１）バス事業新型コロナ対策事業 １４３，４４０千円

内 訳 ・役務費 １，０３５千円

・委託料 １，３０５千円

・負担金補助及び交付金 １４１，１００千円

（２）三セク鉄道新型コロナ対策事業 ２４，８１２千円

（負担金補助及び交付金）

（３）タクシー事業新型コロナ対策事業 １１０，６０３千円

内 訳 ・委託料 ３，３５３千円

・負担金補助及び交付金 １０７，２５０千円

（４）レンタカー事業維持対策事業 ３４，９７０千円

内 訳 ・委託料 ８６０千円

・負担金補助及び交付金 ３４，１１０千円
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